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差止請求は人のためならず 

文化庁の国語に関する世論調査によると「情けは人

のためならず」の意味について、①人に情けを掛け

ておくと、巡り巡って結局は自分のためになるとの

回答が 45.8％、②人に情けを掛けて助けてやること

は、結局はその人のためにならないとの回答が

45.7％と拮抗していたそうです。ちなみに、正しい用

法は①です。 

私自身、ネットショッピングをしたり、電気の供

給を受けたり、携帯電話を利用したり、バスに乗っ

たりと様々な契約を行い、その都度、消費者という

立場に置かれます。そして、各契約が公正で納得で

きる内容であることを望みますし、みなさまも同じ

だと思います。すなわち、差止請求を行うことで不

当な契約条項が改善されることは、結局は消費者の

立場に置かれる自分たちのためになるといえます。

「差止請求は人のためならず」です。 

自由闊達な議論 

差止請求を担当する専門 

部会には、弁護士、司法書 

士、大学教員、消費生活相 

談員といった方々が所属し 

ており、それぞれが本職の 

専門性を活かして、活動に 

取り組んでいます。事業者 

が使用している契約書や約款を一から専門部会で検

討することは困難なため、８つのグループで分担し

て検討した上で、専門部会において議論されます。

グループでは事業者に差止請求を行わないという結

論を出して専門部会の議題に挙げられたところ、専

門部会での議論を経て差止請求を行うことになった

事案もあります。また、その逆も然りです。それだ

け、自由闊達な議論が行われており、誰かの意見で

はなく、専門部会としての意見が形成されている 

ように感じます。 

 

 

私も事前に検討して、差止請求すべきか否か

の考えをもって議論に参加するようにしています

が、当初の考えと異なる結論に達することが往々

にしてあります。 

バランスの取れた結論のために 

例えば、弁護士であれば目の前に具体的な困り

事を抱えた方がいて、その方のために法律的な解

決方法がないかを検討することになります。しか

し、差止請求では目の前に具体的な困り事を抱え

た特定の個人はいません。想定しているのは、不

当な条項により将来被害に遭うかもしれない消費

者で、その方々が困らないように今活動している

ということになります。もちろん、差止請求を行

うか否かは、法律に基づいて判断されます。しか

し、具体的な被害がないこともあり、どのような

被害が想定され、その被害に対してどのような対

応を行うべきかという点について、個々人の正義

感や価値観が反映される部分も多いように思いま

す。そのため、自由闊達な議論の上、誰かの意見

ではなく、専門部会としての意見が形成されるこ

との重要性を感じています。 

今後の活動について 

昨年１２月の専門部 

会において、何度も議 

論になっている争点に 

ついては一度深く検討 

するために勉強会を開 

催してはどうかとの意 

見が出ました。そこで、 

２月の専門部会の前に、解約方法を制限すること

が消費者契約法１０条に違反するか否かについ

て、勉強会を開催しました。今後は、その他の争

点についても理解を深め、より良い差止請求に努

めていきます。 

 

 

 

専門部会の活動               理事 専門部会長 弁護士 木村
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マラソン大会申込規約への申入れ       専門部会委員 金沢大学准教授 村上
むらかみ

 裕
ひろし
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いらすとや 

 

 

こんにちは、日傘男子兼スイーツ男子です（CSNI

ニュース第 3 号参照）。今回は、マラソン大会の申込

規約の改善について取り上げます。かつて東京マラ

ソンがコロナの問題で中止になった際に、参加料の

返還をめぐってニュースになったことがあります。

当会でもマラソン大会の申込規約を検討し、３つの

条項について申入れを行いました。 

 

問題となった条項①「過剰入金・重複入金の返金は

いたしません。」 

例えばシステムトラブルで、参加料を多く入金し

てしまったり、重複して払うケースがあり得ます。

本来は民法 703 条に基づくと、余分に支払った分

は、返還請求ができます（いわゆるサラ金への過払

い金の返還も、この条文に 

基づきます）。しかしこの 

条項だと、余分に払った部 

分は返金されないことにな 

ります。このため、消費者 

契約法 10 条「…法令中の 

公の秩序に関しない規定の適用による場合に比して

消費者の権利を制限し又は消費者の義務を加重する

消費者契約の条項であって、民法第 1 条第 2 項に規

定する基本原則に反して消費者の利益を一方的に害

するものは、無効とする。」を使い、民法を適用した

場合よりも消費者の権利が制限されており、条項は

無効であると申入れをしました。申入れの結果、こ

の条項は削除されました。これによって、過剰入

金・重複入金の場合には、今後は主催者に超過分の

返金を求めることができます。 

 

問題となった条項②「地震、風水害、降雪、事件、

事故、疾病など、主催者の責によらない事由で大会

が中止となる場合、参加料・手数料の返金は一切行

いません。」 

民法 536 条 1 項は、「当事者双方の責めに帰するこ

とができない事由によって債務を履行することがで

きなくなったときは、債権者は、反対給付の履行を

拒むことができる」としています。マラソン大会に

当てはめると、主催者が負っているマラソン大会 

の実行という債務を、主催者及びランナーの責め 

 

 

 

によらない事由により履行できなくなった場合 

は、ランナーは参加料等の支払を拒むことがで 

き、もし参加料等を先に払っていた場合は、その 

返金を請求できます。しかしこの条項によると、 

返金はされないことになります。そこで、やはり 

消費者契約 10 条を使って申し入れをしました。そ 

の結果、条項は「…大会が中止となる場合、参加 

料・手数料については、中止を決定した時点で実 

際にかかった費用等を勘案して返金の有無・金額 

等を決定します。」と改められました。 

 

問題となった条項③「主催者は疾病やその他の事

故に際し、応急処置を除いて一切の責任を負いま

せん。（参加者には主催者で傷害保険に加入しま

す）」 

例えば、レース中に主催者の誘導ミスによっ

て、ランナーが一般車両と接触事故を起こした場

合や、ランナーが主催者に預けた手荷物が主催者

側のミスで紛失するなど、主催者側の原因で事故

が生じたとします。この場合、通常であれば主催

者にランナーに対する法的責任が生じます。しか

しこの条項どおりだと、主催者に責任は無いこと

になります。このため、消費者契約法 8条 1項（事

業者が不法行為や債務不履行によって消費者に損

害が生じたときの責任を免除する条項は無効）を

使い、申入れを行いました。その結果、「主催者は

疾病やその他の事故に際し、応急処置に限り対応

します。疾病やその他事故への補償は、主催者に

故意または重大な過失がある場合を除き、主催者

が加入した傷害保険の範囲内となります。」と改め

られました。 

 

情報提供をお願いします！ 

今回問題となった条項は、例えば②については

一読すると「まあ地震で中止になったなら、返金

されないのは仕方ない」となりそうです。ただ、

実は法的には問題があったりします。 

「あれ、この条項ちょっとおかしいかも？」と

思われた場合は、当会に情報提供していただける

と幸いです。  
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２ページで申入れの経過報告を執筆していただいた専門部会の村上委員に、

消費者部会のメンバーがさらに詳しくお話を伺いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専門部会の人に 

聞いてみよう 

村上：ではパワーポイントを使って説明します。 

   ・・・ 

尾島：村上先生ありがとうございます。説明をお聞

きして、マラソン大会のみならずいろいろな

イベントでもこういったケースが起こり得る

のかなと思いました。 

渡邊：重複入金や過剰入金があったら、返金するの

が当たり前じゃないのかと思いました（笑）

じゃあこの条項が削除されたとして、何も書

いてなかったら、請求しないと返金されない

のか、黙っていてもお金が戻って来るのか、

どうなんでしょう？ 

村上：サラ金などの過払い金請求と同じで、消費者

側つまりランナーから言わないとダメなんで

すね。 

渡邊：だとしたら、 

こういう場合 

は請求すれば 

返金しますと 

一言書くべき 

じゃないですか。不親切ですよね。 

村上：そうですね。何も書いてないと重複や過剰入

金は返金請求できることに気づかない消費者

もいますから、対応を求めることはできると

思います。わざわざ書かないのは、額が少額

なので返すのに手間がかかる、というのもあ

るでしょうね。マラソン大会の規約の多く

が、同じような内容になっていて、全国の適

格消費団体が申し入れをして、改定してもら

っています。初めはどこかの大きなマラソン

大会の規約があって、町おこしなどで取り組

む際に、その規約を参考に丸写しをして全国

に広がったのかなと想像します。 

林 ：過払いとか重複入金って申し込む側のミスで

起きることが多いですよね。 

尾島：上手く入力できずに同じ名前で 2 回申し込ん

で二人分の参加証が送られてきたら返しても

らえるのでしょうかね。 

林 ：それは主催者側のチェックミスですよね。 

 

    

 

私の団体事務所の隣室では名簿の名前を読み

上げて確認作業をしています。最後はアナロ

グなんでしょうね。 

渡邊：重複申し込みした場合にチェックできないと

いうのもシステムの不備、つまり主催者側の

システムトラブルってことですよね。 

林 ：規約に書いてなくても、トラ 

ブルにあったらちゃんと請求 

しないといけないということ 

ですね。 

青海：マラソン大会や○○祭りなど 

は実行委員会主催が多いので、 

実行委員会って何なんだろうと調べてみまし

た。行政が外出しして企業や商工会などと一

緒にやるときに実行委員会形式にするみたい

ですね。単年度で立ち上げて行事が終わった

ら解散、法人格がないので収支の公開義務も

ないですしね。 

村上：大会が中止になった場合「実際にかかった費

用等を勘案して返金の有無・金額等を決定し

ます」と改定されましたが、法的な根拠がな

いため、根拠情報を開示してくださいという

要望で終わってしまいました。 

林 ：私のせいじゃないのに一銭も戻ってこない

の？って思うことが大事ですよね。それが消

費者力というか、消費者としてセンスを磨い

ておかないといけない。「微々たることで事

を荒立てても」って諦めずに言う。それがい

い事業者や実行委員会を育てるわけで。 

尾島：私たち消費者部会としては、これっておかし

いんじゃない、と気付いたら「消費者支援ネ

ットワークいしかわ」に言う、という文化を

広めたいですね。 

村上：はい、適格消費者団体にどこまでできるかは

わかりませんが、主催者に説明責任、明確な 

根拠を求めることはできますね。 

 

 

 

 

 

 

 

専門部会：村上裕  

消費者部会：尾島恭子、林貴江、渡邊雅人 

事務局：青海万里子 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集後記         

コロナ禍で中止となっていたイベントが続々と再開されるようになってきました。待ちに待ったイベントの

申し込み、規約に「おかしいな」と思うところがあったらどうしましょう。そんなことで意見を言ったら自分

が参加できなくなると嫌だし・・・と放置？ いえいえ、そんな時こそ当会にお知らせください。 

また、本号掲載の家電公取協会との懇談の場は、消費者の疑問を解消する助けになりました。読者の皆様の

中で消費者のために活動してみたいと思われる方は消費者支援ネットワークいしかわにご連絡ください。          

消費者部会長 尾島
お じ ま

恭子
きょうこ

 

 

 

 

「家電公取協」という組織をご存じでしょうか？ 

正式名称は公益社団法人「全国家庭電気製品公正取

引協議会」。家電製品を販売するにあたって、公正

競争を守り、不当な顧客の誘引を防止し、消費者に

自主的かつ合理的な選択をしてもらうためのルール

づくりなどをしている団体です。 

 具体的には家電メーカーや小売業（まちの電気屋

さんや家電量販店）で組織を作り、公正競争規約

（業界の自主ルール）の設定などをして、業界の秩

序を守り、消費者に家電製品を安心して選んでもら

うための環境づくりの取り組みをしています。 

初めての学習会＋懇談会を開催 

 家電公取協さんから石川県内の消費者団体と懇談

したいと相談がありました。東京、名古屋、大阪以

外では初めての開催となるとのこと。まずは活動概

要を知るために、事前学習会を開いていただくよう

当会から提案しました。 

10 月 21 日(金)の学習会では 

家電公取協が定めた様々なル 

ールについて学びました。 

〇ただしちゃんマーク 

家電公取協に加盟しているメ 

―カーの製品や量販店のチラ 

シに表示されるマーク。 

○事実ではないこと、誇張する表示は禁止。 

○仕様・性能・特徴など、必ず表示しなければなら

ない事項を取り決めている。 

○メーカー希望小売価格等の表示を規定。 

○販売価格の表示にはきめ細かな定めがある。 

一例として、チラシでの

打消し表示は禁止され 

ています。 

 

 

  

 

 

 

 

家電公取協って？        消費者部会委員  石川県労働者福祉協議会専務理事 渡邊
わたなべ

 雅人
ま さ と

 

 家電量販店等での疑問をぶつける 

懇談会は11月７日（月）に石川県地場産業振興セ

ンターで、当会から消費者部会の委員８名、家電公

取協から１０名が出席して開催しました。メンバー

からは普段から感じている疑問などが次々に出さ

れ、丁寧に回答していただきました。 

Ｑ1.チラシ等で下取りの表示があるが、実は条件が

あったりする。明確 

な表示をして欲しい。 

A1.どこも下取り前の 

価格表示なので、安 

価に感じる誘引のひ 

とつ。条件や表示な 

どに気をつけて欲しい。 

Ｑ2.他店より安くの表示、他店とはどこを指すの

か？ A2.調査範囲は同市町村エリアとしている。 

Ｑ3.量販店で店員ではなくメーカー派遣員が対応す

る場合、偏った商品を勧められるのでは？ A3.メ

ーカー派遣員の店員なりすましはやめようとしてい

る。メーカー派遣員はメーカーロゴの服装を着用。 

Ｑ4.エアコンの取り付け工事無料は特典景品になる

のか？A4.無料・サービス・～付きなどの表現は景

品対象となる。景品は購入額の２０％以内まで。 

消費者支援ネットワークなればこそ 

最後に来賓の石川県生活環境部生活安全課の吉中

課長から「消費者と事業者団体との意見の交流、素

晴らしい。」との挨拶があり終了しました。このよ

うに馴染みのない組織とも消費者を守るという共通

項があれば、色々な世界のことを「聞く・知る・言

う」ことを経験できるのも、消費者支援ネットワー

クいしかわに加盟していればこそと感じました。 
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当会は消費者被害の未然防止、拡大防止のために活動している団体で、会費と寄付によって運営しています。  

会員・寄付のご協力お願いいたします。 URL: https://csnet-ishikawa.com    TEL:076-254-6733  

イラスト：いらすとや 

https://csnet-ishikawa.com/

